別紙１
公告例（該当部分のみ抜粋）
○　その他

（○）入札保証金及び契約保証金
○　契約保証金
納付すること。ただし、佐賀県財務規則第１１６条の規定に基づく担保を供することによって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除する。
なお、契約保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、業務委託料の１０分の１以上 （佐賀県財務規則第１０６条第２項に規定する額（以下「低入札価格」という。）を下回る価格で契約を締結したときは、１０分の３以上）とする。
（○）落札者の決定方法等
　　○　予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行った入札者のなかで、最低の価格をもって入札を行った者（総合評価落札方式の場合は、評価値が最も高い者）を落札者とする。ただし、地方自治法施行令第１６７条の１０第１項の規定により最低の価格をもって入札を行った者（総合評価落札方式の場合は、地方自治法施行令第１６７条の１０の２第２項の規定により評価値が最も高い者）以外の者を落札者とすることがある。
　　○　低入札価格を下回る入札が行われた場合は、落札者の決定を保留し、後日佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領に規定する調査を行い、落札者を決定する。

○　低入札価格を下回る価格で契約が行われた場合は、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領に規定する監督・検査の強化等を実施する。
（○）　その他
○　前金払　有（各年度の出来高予定額の３０％以内（低入札価格を下回る金額で契約を締結した場合は２０％以内））

○　部分払　有

入札参加資格確認通知書（該当部分のみ抜粋）

○　契約保証金　納付（業務委託料の１０分の１以上（佐賀県財務規則第１０６条第２項に規定する額（以下「低入札価格」という。）を下回る価格で契約を締結したときは、１０分の３以上））

○　前金払　　　有（各年度の出来高予定額の３０％以内（低入札価格を下回る金額で契約を締結した場合は２０％以内））

○　部分払　　　有

○　低入札価格を下回る入札が行われた場合は、落札者の決定を保留し、後日佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領に規定する調査を行い、落札者を決定する。

○　低入札価格を下回る価格で契約が行われた場合は、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領に規定する監督・検査の強化等を実施する。

様式第１号
	予定価格及び低入札調査基準価格作成調書

委 託 名

（単位:円）

	項              目
	金    額
	備    考

	予定価格


	設　計　額
	委　　託　　価　　格
	
	①

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	②=①×0.10

	
	
	計　（業 務 委 託 費）
	
	③=①＋②

	
	
	[ 入 札 書 比 較 価 格 ]
	
	④

	
	予 定 価 格
	消費税及び地方消費税額
	
	⑤=④×0.10

	
	
	計　[ 予 定 価 格 ]
	
	⑥=④＋⑤

	低

入

札

調

査

基

準

価

格

）
注

２

・

３

（
	低入札
	[入札書比較低入札調査基準価格]
（注１）
	
	⑦(千円未満切捨て)
	（注3）

	
	調査基準価格
	消費税及び地方消費税額
	
	⑧=⑦×0.10

	
	（2/3≦率⑩≦

0.85の場合）
	計　[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑨=⑦＋⑧

	
	
	対 予 定 価 格 比 率
	
	⑩=⑨÷⑥

	
	上記以外
	※  ２/３≦率⑩≦0.85以外の場合は次を低入札調査基準価格とする。

（以下は、２/３≦率⑩≦0.85以外の場合のみ記入する。）

	
	
	対予定価格比率⑩が0.85を超える場合

	
	
	[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑪=⑥×0.85

（千円未満切捨て）

	
	（2/3≦率⑩≦

0.85以外）
	[入札書比較低入札調査基準価格]
	
	⑫=⑪×100/110

(円未満切上げ)
	（注3）

	
	
	対予定価格比率⑩が２/３に満たない場合

	
	
	[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑬=⑥×２/３

(千円未満切捨て)

	
	
	[入札書比較低入札調査基準価格]
	
	⑭=⑬×100/110

(円未満切上げ)
	（注3）


（注１）

・　佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領で定める額とする。
（注２）

　・　入札時の低入札調査基準価格は、入札書比較低入札調査基準価格（上記⑦（ただし、⑩の率が2/3未満の場合は⑭、⑩の率が0.85超の場合は⑫））の金額とする。

（注３）

　・　設定する入札書比較低入札調査基準価格欄（３つの内１つ該当）に○印を記入する。

（注４）

・　平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「0.10」を「0.08」に、「110」を「108」に読み替えること。
	予　　定　　価　　格　　調　　書

	委　　託　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　

委託価格　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　　号



	委　託　場　所
	　　　　　　市　　　　　　町

　　　　　　　　　　　　　　　　大字　　　　　　地内

　　　　　　郡　　　　　　村



	入札書比較価格
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円



	予　定　価　格
	入札書比較価格に100分の110を乗じた額



	備　　　　　　　考

	佐賀県財務規則第１０６条第１項及び第２項の規定に基づき次の低入札調査基準価格を設ける。

佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領に基づく低入札調査基準価格を設ける。


注　入札書比較価格の金額の頭書に収支等命令者の私印を押すこと。

　　平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「110」を「108」に読み替えること。
「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」及び

「予定価格調書」記入要領

　「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」の記入に当たっては、　　　設計額の項目（①～③）及び低入札調査基準価格の項目（⑦～⑨）に　　　　　ついては、事務担当者等が記入することとする。

予定価格の項目（④～⑥）及び低入札調査基準価格の項目（⑩～⑭）　　　　並びに低入札調査基準価格の設定の確認（注３の○印）については、　　　　収支等命令者（規則第３条の２第１項の規定により事務の再委任を行った場合は、事務の再委任を受けた収支等命令者。以下同じ。）が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入するものとする。

　また、「予定価格調書」は、収支等命令者が「委託価格」に基づき　　　　　　入札書比較価格のみを記入する。

様式第２号
	低入札価格調査失格基準価格作成調書（注１）
委 託 名

（単位:円）

	項              目
	金    額
	備    考

	予定価格
	設　計　額
	
	委　　託　　価　　格
	
	1 

	
	
	
	経

費
	直　接　人　件　費
	
	②費用毎の失格基準

項目での設計金額

（注７）

	
	
	
	
	直 　接 　経 　費
	
	

	
	
	
	
	そ　の　他　原　価
	
	

	
	
	
	
	一般管理費等
	
	

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	③=①×0.10

	
	
	計   （業　務　委　託  費）
	
	④=①＋③

	
	予 定 価 格
	[ 入 札 書 比 較 価 格 ]
	
	⑤

	
	
	消費税及び地方消費税額
	
	⑥=⑤×0.10

	
	
	計   [ 予 定 価 格 ]
	
	⑦=⑤＋⑥

	低入札調査基準
価格（注３）
	[入札書比較低入札調査基準価格]
	
	⑧
	（注5）

	
	[ 低入札調査基準価格 ]
	
	⑨
	

	失

格

基

準

価

格

）
注

４

・

５

（
	
	[入札書比較失格基準価格]

（注２）
	
	⑩(千円未満切捨て)
	（注5）

	
	失格基準価格
	消費税及び地方消費税額
	
	⑪=⑩×0.10

	
	（2/3≦率⑬≦

0.85の場合）
	計　[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑫=⑩＋⑪

	
	
	対 予 定 価 格 比 率
	
	⑬=⑫÷⑦

	
	上記以外
	※  ２/３≦率⑬≦0.85以外の場合は次の失格基準価格を記載する。

	
	
	対予定価格比率⑬が0.85を超える場合

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑭=⑦×0.85

(千円未満切捨て)

	
	（2/3≦率⑬≦

0.85以外）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑮=⑭×100/110

(円未満切上げ)
	（注5）

	
	
	対予定価格比率⑬が２/３に満たない場合


	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑯=⑦×２/３

(千円未満切捨て)

	
	
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑰=⑯×100/110

(円未満切上げ)
	（注5）

	
	入札価格

による

失格基準価格
	※　入札価格が低い者から３者（３者に満たない場合は当該数）の入札価格の平均価格により積算する失格基準価格を記載する。

	
	
	[入札価格平均価格]

３者（満たない場合は当該数）
	
	⑱(千円未満切捨て)

	
	（開札後記載）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	⑲=⑱×0.95

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	⑳=⑲×110/100

	
	今回採用する

失格基準価格

（開札後記載）

（注６）
	[入札書比較失格基準価格]
	
	21（「（注５）欄○記載の⑩⑮⑰⑧のいずれか」と「⑲」の高い額

（その額が⑧より高い場合は⑧の額））

	
	
	[ 失 格 基 準 価 格 ]
	
	22（ 21 により、⑫⑭⑯⑳⑨のいずれか）


（注１）当様式は、低入札価格調査制度対象業務のうち、特定調達契約に係る建設関連業務委託以外の業務委託において作成する。

（注２）佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７(2)①による。例えば、設計業務（国土交通省基準による積算）の場合は、［入札書比較失格基準価格］＝直接人件費＋直接経費＋その他原価＋一般管理費等×1/3とする。

（注３）低入札調査基準価格は、様式第１号「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」において（注３）欄に○記載の入札書比較低入札調査基準価格及び低入札調査基準価格を記載する。

（注４）起工段階での入札時の失格基準価格は、入札書比較失格基準価格（上記⑩（ただし、⑬の率が2/3未満の場合は⑰、⑬の率が0.85超の場合は⑮））の金額とする。ただし、その額が⑧より高い場合は⑧とする。

（注５）起工段階で設定する入札書比較失格基準価格欄（４つの内１つ該当）に○印を記入する。

（注６）最終的な入札時の失格基準価格は、入札書比較失格基準価格（上記㉑）の金額とする。

（注７）経費②欄の諸経費の合計が委託価格と一致しない場合は、一般管理費等や諸経費で調整する。

（注８）平成３１年４月１日以後に契約を行うもので、予定契約期間の末日を令和元年９月３０日以前とするものにあっては、上記表中「0.10」を「0.08」に、「110」を「108」に読み替えること。
「低入札価格調査失格基準価格作成調書」記入要領

　「低入札価格調査失格基準価格作成調書」の記入に当たっては、設計額の項目（①～④）及び失格基準価格の項目（⑩～⑫）については、事務担当者等が記入することとする。

　なお、諸経費の各項目（②）については、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７(1)を参照のうえ、作成するものとする。

　予定価格の項目（⑤～⑦）及び失格基準価格の項目（⑬～⑰）並びに起工段階での失格基準価格の設定の確認（注５の○印）については、収支等命令者（規則第３条の２第１項の規定により事務の再委任を行った場合は、事務の再委任を受けた収支等命令者。以下同じ。）が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入するものとする。

低入札調査基準価格の項目（⑧・⑨）については、別に作成する様式第１号「予定価格及び低入札調査基準価格作成調書」において、収支等命令者が予定価格調書の入札書比較価格を記入した後に、事務担当者等が記入する（注３）欄に○が記載されている入札書比較低入札調査基準価格及び低入札調査基準価格を、事務担当者等が転記する。

　失格基準価格の項目（⑱～⑳）については、開札後に事務担当者等が入札価格が低い者から３者（３者に満たない場合は当該数）の入札価格の平均価格を計算のうえ、記入するものとする。

　今回採用する失格基準価格（21・22）は、①～⑳記載後に、21・22の備考欄記載の内容により、事務担当者等が記入するものとする。

　なお、必ず複数の者でチェックを行うものとする。
様式第３号

数値的判断による失格基準判定表

所管課（所）長名　　　　　　　　　　　

１　概　要

	委託名
	

	委託場所
	

	入札日
	

	低入札価格入札者
（所在地、商号又は
名称）　　　・
	

	入札書比較予定価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入札価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入札書比較

低入札調査基準価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円（入札書比較予定価格比　　　　　％）

	確認者職・氏名
	


２　失格基準の判定
　(1) 費用毎の失格基準
	経　費
	設計金額　Ａ
（円）
	入札金額　Ｂ

（円）
	Ｂ／Ａ
（％）
	判定（○、×）

	①　直接人件費
	
	
	
	

	②　直接経費
	
	
	
	

	③　その他原価
	
	
	
	

	④一般管理費等
	
	
	
	


　　（注１）Ａ欄は、低入札価格調査失格基準価格作成調書（様式第２号）②欄の金額を記載する。
　　（注２）経費欄は、低入札価格調査失格基準価格作成調書（様式第２号）の経費の各項目を記載する。

（注３）判定欄は、Ｂ／Ａが佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７(1)で定める割合以上の場合は○、下回る場合は×を記載する。

　(2) 委託価格全体の失格基準

	今回採用する

[入札書比較失格基準価格]　Ａ

（円）
	当社の入札価格　Ｂ
（円）
	判定（○、×）

	
	
	


　　（注１）Ａ欄は、低入札価格調査失格基準価格作成調書（様式第２号）21欄の金額を記載する。

（注２）判定欄は、Ａ≦Ｂの場合は○、Ａ＞Ｂの場合は×を記載する。
３　判定

	競争入札参加資格

委員会等の意見
	□　数値的判断による失格基準価格に該当しないと認める。

□　数値的判断による失格基準価格に該当し、契約内容に適合した履行が　されないおそれがあると認める。

委員会開催日（　　　　年　　　月　　　日）

又は

委員長決済日（　　　　年　　　月　　　日）



（注１）失格基準の該当がない場合は、課（所）内資格委員会委員長の決裁の方法でも決定できる。
様式第４号

	※　本通知を受領された際は、お手数ですが、下記担当までメール、ＦＡＸ又は電話により受領確認の連絡をお願いします。


番　　　号

年　月　日

　（低入札価格入札者）　　様

（所管課（所）長）

（公印省略）

「低入札価格調査提出書類」提出通知書

　　　　　年　　月　　日に執行した下記業務委託の（条件付一般・一般）競争入札は、落札決定を保留しておりますが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格は低入札調査基準価格を下回っております。ついては、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領８の(1)の規定により、低入札価格調査提出書類を下記により提出してください。

なお、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領９に規定する調査については（下線部は調査第二順位者以降は「が必要な場合は」と記載）、別途通知します。

記

１．調査対象委託名

２．調査提出書類

　　別紙「低入札価格調査提出書類」のとおり

　　なお、提出された書類内容によっては、追加書類の提出を求める場合がありますので、　　これに協力願います。

※　調査書類のうち調査様式について調査対象者が提出が必要な調査様式に対し提出された記入済みの調査様式が８割未満であった場合、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領１７の規定により、佐賀県建設工事等請負・委託契約に係る指名停止等の措置要領別表第２（その２）に規定する不正又は不誠実な行為として指名停止措置を講ずることとなります。
３．提出期限

　　　　　　年　　月　　日（　）

	担当

電話

ＦＡＸ

Ｅメール


様式第４号別紙

低入札価格調査提出書類

　
	様式番号
	名称

	様式（表紙）
	低入札価格調査報告書

	様式１
	当該価格で入札した理由

	様式２－１
	積算内訳書①

	様式２－２
	内訳書に対する明細書②

	様式３
	当該契約の履行体制

	様式４
	手持ち建設コンサルタント業務等の状況

	様式５
	配置予定技術者名簿

	様式６
	手持ち機械等の状況＊測量業務及び地質調査業務を含む場合に限る

	様式７
	過去において受注・履行した同種の業務の名称及び発注者

	任意様式

様式８
	再委託予定業者との仮契約書（写）

再委託予定業者との契約に関する誓約書

	様式９
	賃金不払い等送検の実績申立書

	
	

	
	

	
	


佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領別添１の低入札価格調査制度調査様式作成要領に従い、上記様式及び添付書類を提出すること。

なお、失格の判定については、低入札価格調査制度調査様式作成要領に規定する添付書類の提出がない場合も、調査様式の提出がない場合と同様に、要領別添２の低入札価格調査等対応マニュアルの別紙２の１の規定に基づき失格となるので注意すること。

様式第４-１号

年　月　日

　（所管課（所）長）　　様

商号又は名称　　株式会社　○○○○

代表者氏名　　　代表取締役社長　○○　○○　印

担当者

所属部署

氏　　名

< 電 話 >

< ＦＡＸ>

下記業務委託について、低入札価格調査資料の提出通知がありましたが、都合により提出できないので、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領８の(1)の規定に基づき本紙を提出します。

記

１．調査対象委託名

２．提出通知日
注１）提出期限は、別途通知する「低入札価格調査提出書類」提出通知書の提出期限までとする。

注２）提出方法は、持参とする。

注３）必ず代表者印を押印すること。

様式第５号

	※　本通知を受領された際は、お手数ですが、下記担当までメール、ＦＡＸ又は電話により受領確認の連絡をお願いします。


番　　　号

年　月　日

　（調査対象者）　　様

（所管課（所）長）

（公印省略）

低入札価格調査実施通知書

　　　　　年　　月　　日に執行した下記業務委託の（条件付一般・一般）競争入札は、落札決定を保留しておりますが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格により契約の内容に適合した履行がなされるか否か、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領９に規定する調査を下記により行います。

記

１．調査対象委託名

２．調査項目

　　別紙「低入札価格調査項目」のとおり

　　なお、聴き取り調査内容によっては、追加書類の提出を求める場合がありますので、これに協力願います。

３．聴き取り調査実施日時・場所

　・日時　　　　　年　　月　　日（　）　時　　～

　

・場所

	担当

電話

ＦＡＸ

Ｅメール


様式第５号別紙

低入札価格調査項目

①　所定の調査様式及び添付書類の提出状況

②　当該価格で入札した理由

③　積算内訳（積算内訳、再委託予定業者、積算内訳での数値的判断による失格基準該当の有無）

④　当該契約の履行体制
⑤　手持ち建設コンサルタント業務等の状況
1 　配置予定技術者名簿
⑦　手持ち機械等の状況

　　　　＊測量業務及び地質調査業務を含む場合に限る。

⑧　過去において受注・履行した同種の業務の名称及び発注者
⑨　経営内容
· 聴き取り調査日には直近の決算報告書を持参のこと。

等
（注意事項）

・　調査内容については、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領別添１の低入札価格調査制度調査様式作成要領、要領別添２の低入札価格調査等対応マニュアルを参照すること。

・　「①所定の調査様式及び添付書類」が所定の期限までに整わない場合については、低入札価格調査等対応マニュアルの別紙２の１の規定に基づき失格の判定となるので、注意すること。
様式第６号

低　入　札　価　格　調　査　表

所管課（所）長名　　　　　　　　　　　

１　概　要

	委託名
	

	委託場所
	

	入札日
	

	調査対象者（所在地、

商号又は名称）　　・
	

	入札書比較予定価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入札価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円

	入札書比較

低入札調査基準価格
	　　　　　　　　　　　　　　　円（入札書比較予定価格比　　　　　％）

	事情聴取の日時
	

	事情聴取を受けた者
	

	事情聴取者職・氏名
	


２　調査項目の確認内容及び結果

	調査項目
	確認内容等
	結果

	①　所定の調査様式

及び添付書類の

提出状況
	
	適

・

否

	②　当該価格で入札

した理由
	
	適

・

否

	③　積算内訳
	
	適

・

否

	④　当該契約の履行体制

	
	適

・

否

	⑤　手持ちコンサルタント業務等の状況

	
	適

・

否

	⑥　配置予定技術者名簿


	
	適

・

否

	⑦　手持ち機械等の状況　

＊測量業務及び地質調査業務に限る
	
	適

・

否

	⑧　過去において受注・履行した同種の業務の名称及び発注者
	
	適

・

否

	⑨　経営内容

	
	適

・

否

	⑩　「①から⑨」

　までの事情聴取し

た結果についての

調査検討
	
	適

・

否

	⑪　経営状況


	
	適

・

否

	⑫　信用状況

　法令違反有無

　賃金不払い状況　
	
	適

・

否

	⑬　業務成績


	
	適

・

否

	⑭　その他必要な

事項

	
	適

・

否


３　判定

	競争入札参加資格

委員会の意見
	· 契約内容に適合した履行がされると認める。

· 契約内容に適合した履行がされないおそれがあると認める。

委員会開催日（　　　　年　　　月　　　日）




様式第７号（数値的判断による非落札）

第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　様

（所管課（所）長）　　印

落札者不適格通知書

　　　　　年　　月　　日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記業務委託について、落札の決定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格では契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認め、落札者としないことに決定しましたので通知します。

　なお、下記の者を落札者と決定しましたので通知します。
記

１　委託名

２　開札日時

３　貴社（特定共同企業体、方）を落札者としない理由

　　佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７
　数値的判断による失格基準（　）　該当

４　落札企業名称

５　落札金額　　　　　　　　　　　円（税抜き）

様式第８号（高順位者以外落札）

第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　様

（所管課（所）長）　　印

低入札調査結果通知書

　　　　年　　月　　日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記業務委託について、落札の決定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）より高順位者に対し、調査基準価格を下回る入札価格によって当該契約の内容に適合した履行がなされるかどうかを調査等した結果、当該価格では契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められましたので、次順位者である貴社（特定共同企業体、方）を落札者とすることに決定しましたので通知します。

記

１　委託名

２　開札日時

３　落札金額　　　　　　　　　　　円（税抜き）
様式第９号（落札者・落札不適格者以外）

第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　様

（所管課（所）長）　　印

落札者決定通知書

　　　　　年　　月　　日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記業務委託について、落札の決定を保留していましたが、下記の者が落札しましたので通知します。

記

１　委託名

２　開札日時

３　落札企業名称

４　落札金額　　　　　　　　　　　円（税抜き）

様式第１０号（調査対象者落札）

第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　様

（所管課（所）長）　　印

低入札価格調査結果通知書

　　　　　年　　月　　日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記業務委託については、落札の決定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格によって当該契約の内容に適合した履行がなされるかどうかを調査した結果、妥当と認め、貴社（特定共同企業体、方）を落札者とすることに決定しましたので通知します。

記

１　委託名

２　開札日時

３　落札金額　　　　　　　　　　　円（税抜き）

４　その他

　(1)　契約業務委託の会計を明瞭にするために、当該業務委託専用の経理帳簿を整備すること。

　(2)　履行過程において、低入札価格調査内容と履行状況との一致確認のため、追跡調査を実施するので、これに協力すること。

　(3) 業務完了後、低入札価格調査時の積算と業務完了後の実績等対比、再委託業者への適正な支払確認等を実施するので、これに協力すること。
様式第１１号（調査対象者非落札）

第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　様

（所管課（所）長）　　印

落札者不適格通知書

　　　　　年　　月　　日（条件付一般・一般）競争入札に付した下記業務委託について、落札の決定を保留していましたが、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格によって当該契約の内容に適合した履行がなされるかどうかを調査した結果、貴社（特定共同企業体、方）の入札価格では契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認め、落札者としないことに決定しましたので通知します。

　なお、下記の者を落札者と決定しましたので通知します。
記

１　委託名

２　開札日時

３　貴社（特定共同企業体、方）を落札者としない理由

　　佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領１１（　）　該当

　（理由）

４　落札企業名称

５　落札金額　　　　　　　　　　　円（税抜き）

（注）記３の理由については、要領別添２の低入札価格調査等対応マニュアル別紙２の低入札価格調査による失格判定基準により、失格とする判定根拠を具体的に記載のこと。

様式第１２号
第　　　号

年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（所管課（所）長）　　印

落札者不適格理由説明書

　　年　　月　　日に説明請求があった　　　　　　　　　　　　　　　　委託の落札者不適格理由については、下記のとおり回答します。

記

	委託名
	

	落札者不適格の理由説明
	


様式第１３号

	低入札価格調査制度による調査等対象業務委託（　　　　年分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　佐　賀　県

	番号
	事務所名

（課名）
	委託名
	委託種別
	入　札

参　加

業者数
	契約

方式
	調査基準

価格を
下回った

業者数
	Ａ

予定価格

（千円）
	Ｂ

最低入札価格又は最高評価入札価格

（千円）
	Ｂ／Ａ
（％）
	調査対象者名
	入札終了後の措置
	落札者名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	入札日
	調査日
	契約日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第１４号

	数値的判断による失格基準での失格判定内容　　佐　賀　県

	委託名：
数値的判断により失格した業者名　：
〃　　　業者住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


２　失格基準の判定

　(1) 費用毎の失格基準

	経　費
	設計金額

　　　 Ａ　（円）
	入札時

業務費内訳書

　　   Ｂ　（円）
	Ｂ／Ａ

（％）
	判定（○、×）

	① 直接人件費
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	

	② 直接経費
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	

	③ その他原価
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	

	④ 一般管理費等
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	


　　（注１）経費欄は、佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７(1)で定める該当する業務の各項目

（注２）判定欄は、Ｂ／Ａが佐賀県建設関連業務委託低入札価格調査制度事務処理試行要領７(1)で定める割合以上の場合は○、下回る場合は×を記載する。

　(2) 委託価格全体の失格基準

	今回採用する

[入札書比較失格基準価格]

　　 　　　 Ａ　　　　（円）
	入札価格

　　　　　  Ｂ　　　（円）
	判定（○、×）

	＊ＨＰ非公表
	＊ＨＰ非公表
	


　　（注）判定欄は、Ａ≦Ｂの場合は○、Ａ＞Ｂの場合は×を記載する。

	様式第１５号

・　　　　　　　　　　　　　低入札価格調査の実施概要　　　　　　　　　佐　賀　県

	委託名：

調査を実施した業者名　：

〃　　　業者住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	項　　目
	内　　　　　　容

	①　所定の調査様式

及び添付書類の

提出状況
	

	②　当該価格で入札

した理由
	

	③　積算内訳
	＊積算金額ではなく内容を文章表現する。

	④　当該契約の履行体制


	

	⑤　手持ちコンサルタント業務等の状況


	

	⑥　配置予定技術者名簿


	

	⑦　手持ち機械等の状況　

＊測量業務及び地質調査業務に限る
	

	⑧　過去において受注・履行した同種の業務の名称及び発注者
	

	⑨　経営内容


	＊ＨＰ非公表

	⑩　「①から⑨」

　までの事情聴取し

た結果についての

調査検討
	

	⑪　経営状況


	＊ＨＰ非公表

	⑫　信用状況

　法令違反有無

　賃金不払い状況
	

	⑬　業務成績


	

	⑭　その他必要な

事項


	

	⑮　「①から⑭」

　までの事情聴取し

た結果についての

調査検討
	





























